
①上位の政策名 政策目標７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

②施策名 施策目標７－１ 生涯スポーツ社会の実現

③主管課 （主管課）スポーツ・青少年局生涯スポーツ課 （課長：岩上 安孝）
及び関係課

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標７－１ （基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 22
国民の誰もが、それぞれの体力や年齢、技術、興味・目的に応じて、

いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことができる生涯ス
ポーツ社会を実現する。

達成目標７－１－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 22
平成２２年度までに、成人の週一回以上のスポーツ実施率を２人に１

人（５０％）とする。

達成目標７－１－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 22
平成２２年度までに、全国の各市区町村において少なくとも一つは総

合型地域スポーツクラブを育成する。

達成目標７－１－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 想定どおり達成13 15
平成１５年度まで、総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業を引き

続き実施する。

達成目標７－１－４（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 想定した以上に達成13 17
総合型地域スポーツクラブの運営を担う人材の育成のため、クラブマ

ネジャー養成講習会を実施し、１００名以上の参加者を得る。

達成目標７－１－５（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 想定どおり達成13 17
生涯スポーツコンベンションを開催し、意見交換会やシンポジウム等

を通じて生涯スポーツの振興を担う関係者の連携・協力を図る。

達成目標７－１－６（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 22
平成２２年度までに、各都道府県において少なくとも一つは広域スポ

ーツセンターを育成する。

達成目標７－１－７（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 想定した以上に達成13 17
平成１７年度までに、全国の半分以上の都道府県において広域スポー

ツセンター育成モデル事業を実施する。

⑤ 各達成目標の 達成目標７－１－１
現 達成度合い又 内閣府の「体力・スポーツに関する世論調査」によると、成人の週一回以上のスポーツ実施
状 は進捗状況 率は、平成９年度において３４．７％、平成１２年度において３７．２％であったのが、平成
の （達成年度が １５年度においては３８．５％となっており、概ね順調に進捗していると言える。
分 到来した達成
析 目標について 達成目標７－１－２
と は総括） 平成１５年７月現在、総合型地域スポーツクラブは全国５５８市区町村において育成中であ
今 り、概ね順調に進捗している （なお、平成１６年４月１日現在、全国の市区町村数は３１２。
後 ３である ）。
の
課 達成目標７－１－３
題 平成１１～１３年度においては１８市町、平成１２～１４年度においては２７市区町村、平

成１３～１５年度においては５１市区町村において総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業
を実施し、想定どおり達成した。

達成目標７－１－４
平成１３年度においては１０５人、平成１４年度においては１５１人、平成１５年度におい

ては１５５人がクラブマネジャー養成講習会を受講しており、受講者数は予想以上に増加して
いる（基本的に受講者は１００名程度を想定 。）

達成目標７－１－５
平成１５年度も引き続き生涯スポーツコンベンションを開催 「豊かなスポーツ環境の創出、

に向けて」をテーマに講演会・情報交換会などを行い、約１，０００名の関係者が参加した。

達成目標７－１－６
平成１５年度までに、２８都道県において広域スポーツセンター育成モデル事業が実施され

ており、概ね順調に進捗している。

達成目標７－１－７

（施策目標７－１）145



平成１５年度においては、新たに１０県において広域スポーツセンター育成モデル事業が開
始され、これまでモデル事業を実施した都道県は合計２８となり、全国の半分以上の都道府県
での実施という達成目標に照らすと、想定以上に達成。

施策目標（基 総合型地域スポーツクラブについては、平成１５年度において５５８の市区町村で取り組ま
、 。 、 、本目標）の達 れ 着実に育成されつつある また その運営を担うクラブマネジャーの養成講習会を開催し

成度合い又は 毎年１００名以上の参加を得ているほか、毎年１０００名近い関係者が参加する生涯スポーツ
進捗状況 コンベンションの開催を継続している。一方、広域スポーツセンターの育成についても現在２

８の都道県で設置されているが、設置されている都道県においては、設置されていない都道県
より総合型地域スポ－ツクラブの育成が進むという効果も見られている。

これらの取組を通じて、総合型地域スポーツクラブの全国展開を推進し、国民の誰もが身近
な地域社会の中で継続的にスポーツに親しむことのできる環境を整備し、成人の週１回以上の
スポーツ実施率の向上、ひいては生涯スポーツ社会の実現を目指す。

今後の課題 達成目標７－１－１
（達成目標等 スポーツ実施率を目標である２人に１人（５０％）以上とし、生涯スポーツ社会の実現を果
の追加・修正 たすには、引き続き総合型地域スポーツクラブの育成をはじめとした各種施策に継続的に取り
及びその理由 組んでいく必要がある。
を含む）

達成目標７－１－２、７－１－３
生涯スポーツ社会の実現のために不可欠である総合型地域スポーツクラブの全国化のため、

引き続き各種施策に取り組んでいく必要がある。

達成目標７－１－４
総合型クラブの育成・定着にあたっては、その運営を担う人材の養成・確保が課題であり、

引き続きクラブマネジャー養成講習会を実施する必要がある。

達成目標７－１－５
生涯スポーツ関係者の連携・協力体制を強化し、生涯スポーツ振興をさらに推進していくた

め、引き続き生涯スポーツコンベンションの開催を行う必要がある。

達成目標７－１－６、７－１－７
クラブの育成・定着や広域市町村圏におけるスポーツ振興を効果的・効率的に進めていく上

で重要な役割を担う広域スポーツセンターの全国化のため、その育成のためのモデル事業を推
進する必要がある。

評価 結 果の 引き続き広域スポーツセンター育成のためのモデル事業等生涯スポーツ社会の実現のために
年度以降 必要な施策を実施する。総合型地域スポーツクラブ育成のためのモデル事業は平成１５年度限16

の政策への反 りで終了となるものの、平成１６年度においては民間スポーツ団体の活用による「総合型地域
映方針 スポーツクラブ育成推進事業」の実施により引き続きその育成を推進していく（達成目標７－

１－３「総合型地域スポーツクラブ育成推進事業を実施し、民間スポーツ団体を活用した総合
型地域スポーツクラブの育成を行う 」を新設）とともに、必要な予算の要求を行っていく。。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

37.2 38.5成人の週一回のスポーツ実施率（達成目標７－１
－１関係）

426 558総合型地域スポーツクラブを育成している市町村
数（達成目標７－１－２関係）

37 64 115 115 115総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業を実施
した市区町村数（達成目標７－１－３関係）

130 105 151 155クラブマネージャー養成講習会参加者数
（達成目標７－１－４関係）

生涯スポーツコンベンション参加者数 約 約 約 約 約
1000 1000 1000 1000 1000（達成目標７－１－５関係）

5 5 11 18 28広域スポーツセンター育成モデル事業実施都道府
県数（達成目標７－１－６、７－１－７関係）

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成 年度15
（上位達成目標） 予 算 額

総合型地域スポー 総合型地域スポーツクラブを育成するためのモデル事 ３１３百万円
ツクラブ育成モデ 業を市区町村において実施する。

（達成目標７ル事業
－１－３）

クラブマネジャー クラブマネジャーの養成講習会を実施し、総合型地域 「総合型地域ス
養成講習会の実施 スポーツクラブの育成・運営を担う人材の養成を図る。 ポーツクラブ充

実・強化のため（ ）達成目標７－１－４

の環境整備」１

（施策目標７－１）146



（施策目標７－１）147

２百万円の内数

生涯スポーツコン 生涯スポーツ振興を担う関係者が意見交換を行い、相 「生涯スポーツ
ベンションの開催 互理解を深め、関係者間の協力体制の強化を行う生涯ス コンベンション

ポーツコンベンションを開催する。 の開催等」２１（ ）達成目標７－１－５

百万円の内数

広域スポーツセン 総合型地域スポーツクラブの育成やその運営にあたっ ４１９百万円
ター育成モデル事 ての指導・助言その他必要な支援を担う広域スポーツセ
業の推進 ンターの育成を推進する。（達成目標

７－１－６～７）

⑧備考



施策目標７－１（生涯スポーツ社会の実現）
平成１５年度の実績評価の結果の概要
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〈達成目標７－１－２〉
平成２２年度までに、全国の各市区町村において少なくとも一つは

総合型地域スポーツクラブを育成する。
→５５８市町村でクラブが育成され、概ね順調に進捗。

〈達成目標７－１－３〉
平成１５年度まで、総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業を

引き続き実施する。
→平成１５年度も引き続き５１市区町村で実施し想定どおり達成。

〈達成目標７－１－４〉
総合型地域スポーツクラブの運営を担う人材の育成のため、クラ
ブマネジャー養成講習会を実施し、１００名以上の参加者を得る。

→毎年予定を上回る人数が参加し、想定した以上に達成。

〈達成目標７－１－５〉
生涯スポーツコンベンションを開催し、意見交換会やシンポジウム
等を通じて生涯スポーツの振興を担う関係者の連携・協力を図る。

→毎年約１０００人が参加し、想定どおり達成。

〈達成目標７－１－６〉
平成２２年度までに、全国の各都道府県において少なくとも一つは

広域スポーツセンターを育成する。
→２８都道県でモデル事業が実施され、概ね順調に進捗。

〈達成目標７－１－７〉
平成１７年度までに、全国の半分以上の都道府県において広域ス

ポーツセンター育成モデル事業を実施する。
→既に２８都道県で実施され、想定した以上に達成。

総合型地域スポーツ
クラブ育成モデル事

業
３１３百万円
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①上位の政策名 政策目標 スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

②施策名 施策目標７－２ 我が国の国際競技力の向上

③主管課及び （主管課）スポーツ・青少年局競技スポーツ課（課長：渡辺 淳平）
関係課（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標７－２ （基準年度：13年度 達成年度：22年度） 概ね順調に進捗
平成22年までにオリンピック競技大会におけるメダル獲得率3.5％を

実現する。

達成目標７－２－１（基準年度：13年度 達成年度：17年度） 進捗にやや遅れが見
平成17年度までにトップレベルの競技者を組織的・計画的に育成する られる。

ため、一貫指導システムを構築する。

達成目標７－２－２（基準年度：13年度 達成年度：20年度） 概ね順調に進捗
平成20年までにハード・ソフト両面において充実した機能を有するナ

ショナルレベルの本格的なトレーニング拠点を整備する。

達成目標７－２－３（基準年度：14年度 達成年度：20年度） 概ね順調に進捗
専門的な技術指導を行う専任コーチを競技団体に配置し、配置に当た

ってはメダル獲得の期待の高い競技に重点を置く。

達成目標７－２－４（基準年度：14年度 達成年度：20年度） 概ね順調に進捗
競技者各人の特性に応じた専門的な技術指導を行うことができる指導

者（コーチ、スポーツドクター、アスレティックトレーナー）を平成20
年までに新たに５千人養成する。

達成目標７－２－５（基準年度：14年度 達成年度：20年度） 概ね順調に進捗
トップレベルの選手に対し、国内外での強化合宿を実施する。

達成目標７－２－６（基準年度：13年度 達成年度：20年度） 進捗にやや遅れが見
平成20年までに高度な専門的能力を有する指導者を養成・確保するた られる

めの研修制度（ナショナルコーチアカデミー）を確立する。

達成目標７－２－７（基準年度：14年度 達成年度：20年度） 概ね順調に進捗
スポーツ医・科学情報に関する研究成果の活用を図るため、国立スポ

ーツ科学センターと関係機関との連携・協力体制を強化する。

⑤ 各達成目標の 達成目標７－２－１（基準年度：13年度 達成年度：17年度）
現 達成度合い又 平成１５年度の達成目標の達成については、34競技団体中19団体が一貫指導システムを構築
状 は進捗状況 している。達成年度を平成１７年度に設定しており、34競技団体に一貫指導システムを構築す
の （達成年度が るという目標達成に向けて進捗にやや遅れが見られる。
分 到来した達成
析 目標について 達成目標７－２－２（基準年度：13年度 達成年度：20年度）
と は総括） 平成１５年度の達成目標の達成については 「ナショナルトレーニングセンターの設置等の、
今 在り方に関する調査研究協力者会議」において平成１５年４月に「中間まとめ」を行い、国立
後 スポーツ科学センターの所在する西が丘地区に中核拠点を整備することを提言した。中間まと
の め以降、引き続き中核拠点等に整備する施設等について調査研究を行っており、目標達成に向
課 けて順調に進捗している。
題

達成目標７－２－３（基準年度：14年度 達成年度：20年度）
平成１５年度の実績については、専任コーチを配置している競技団体が３０団体あり、その

うち重点競技団体は18競技団体ある。このうち、複数の専任コーチを配置した団体は10団体で
あり、目標達成に向けて概ね順調に進捗している。

達成目標７－２－４（基準年度：14年度 達成年度：20年度）
平成１４年度の実績については、競技者各人の特性に応じた専門的な技術指導を行うことが

できる指導者が15,336名、平成15年度においては対前年度比約800名増の16,104名であり、目
標達成に向けて概ね順調に進捗している。

達成目標７－２－５（基準年度：14年度 達成年度：20年度）
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平成１５年度については、各競技団体において強化合宿を前年度に比べ約300回以上多い483
回実施しており、目標達成に向けて順調に進捗している （平成14年度）。

達成目標７－２－６（基準年度：13年度 達成年度：20年度）
平成15年度からの５年間で、ナショナルコーチ等育成プログラム策定に向けてプログラム内

容及び関係機関との連携方策の検討を行い、平成20年度での制度確立を予定している。現在、
（財）日本体育協会と加盟競技団体が実施する「公認スポーツ指導者制度」の養成システムの
見直しを行っており、これとナショナルコーチ等育成プログラムとの位置付けやカリキュラム
の検討に遅れが生じているため、現在進捗にやや遅れが生じている。

達成目標７－２－７（基準年度：14年度 達成年度：20年度）
スポーツ医・科学情報に関する研究成果の活用を図るため、国立スポーツ科学センターと各

競技団体や研究期間などの関係機関との連携・協力を進めており、達成目標に向けて順調に進
捗している。

（注）基本目標の達成年度を平成２２年度まで延長したのは、これまで 「冬・夏」のオリン、
ピックにおけるメダル獲得数を基にメダル獲得率を算出していたため、夏のオリンピックが開
催される平成２０年度を達成年度としてきたところであるが、文部科学省の「スポーツ振興基
本計画」の最終年度が平成２２年度であることや （財）日本オリンピック委員会が策定した、
「 ゴールドプラン」における達成年度も平成２２年度に設定されていることから、これJOC
らとの整合性を確保するため、基本目標の達成年度を平成２２年度に延長する。

施策目標（基 わが国の国際競技力については 「スポーツ振興基本計画」にも指摘されるとおり、過去の、
本目標）の達 オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況を主要先進国と比較した場合、長期的・相対的

。 、 、 、成度合い又は に低下している傾向にある このため 施策目標である国際競技力の向上を図るために 現在
進捗状況 スポーツ振興基本計画に基づいて、関係機関との連携・協力を行いながら、わが国のおけるト

ップレベル競技者の育成・強化のための諸施策（一貫指導システムの構築、ナショナルトレー
ニングセンターの整備、専任コーチの設置、指導者の研修制度の導入など）を引き続き推進す
ることにより、施策目標の達成に向けより一層の充実・強化を図っているところである。

７－２－１については一部遅れが見られるが、平成１６年度においては一貫指導システムの
構築が未実施である競技団体に対して、ＪＯＣから一貫指導システムの構築に向けた助言や指
導を行う旨、文部科学省から働きかけることにより、一貫指導システムを導入する競技団体の
増加を図ることにより、より多くのトップレベル競技者の育成・強化のためジュニア期からの
高度な指導を継続して実施することが考えられるため、基本目標（３．５％）には影響はない
ものと考える。

今後の課題 【達成目標７－２－１】一貫指導システムの構築のためのモデル事業が平成14年度で終了して
（達成目標等 おり、今後一貫指導システムを導入する競技団体数をいかに拡大させ
の追加・修正 るか、各競技団体への働きかけが課題である。進捗状況の遅れによっ
及びその理由 ては、達成目標年度の延長も考えられる。
を含む） 【達成目標７－２－２】協力者会議における最終報告をとりまとめるとともに、報告書に基づ

き、今後は用地の取得や基本設計、施設の整備を進めることが必要で
あり、そのための予算の確保が課題である。

【達成目標７－２－３】専任コーチの設置について、各競技団体に複数配置するよう計画的に
措置することとしていたが、平成１５年度から、メダル獲得の期待の
高い競技について重点的に配置することとしたことに伴い、達成目標
を修正した。配置について必要な予算確保が課題。

【達成目標７－２－４】年度によって資格取得者数に差があるものの、毎年一定数以上の資格
取得者が確保できるよう養成することが必要である。

【達成目標７－２－５】より効果的で充実した合宿となるよう、実施時期、期間、合宿メンバ
、 。ー 人数等について各競技団体にて十分に検討することが必要である

【達成目標７－２－６】ナショナルコーチアカデミーをナショナルトレーニングセンターの機
能の一つとする方向で検討しているが、現在、指導者養成を実施して
いる（財）日本体育協会や競技団体等の関係機関との連携方策の在り
方について検討する必要がある。

【達成目標７－２－７】関係機関との連携・協力体制を強化していく上で、国立スポーツセン
ターの役割をより広く周知し、理解されるよう引き続き努める必要が
ある。

評価結果の16 １６年度においては、１５年度に引き続き、我が国の国際競技力の向上を図るため各種事業
年度以降の政 を実施している。
策への反映方 その中で、ナショナルレベルのトレーニング施設の設置については、これまでの調査研究の
針 結果等を踏まえ１６年度から中核拠点の整備を行うところであり、１６年度予算において土地

購入費や基本設計費を計上するとともに、１７年度予算においても、必要な経費を要求する。
また、ナショナルレベルのトレーニング施設の整備に係る業務を遂行するため、１７年度機

構定員要求において、担当専門官の設置を要求する。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

実施競技団体数
（達成目標７－２－１関係） － － １２ １８ １９

配置済み競技団体数 （ ）は複数配置した団体 ３０ ３０
（ ）（達成目標７－２－３関係） － － － （３） １１
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資格取得者数
（達成目標７－２－４関係） 13,308 13,836 14,451 15,336 16,104

合宿実施回数 － － － 168 483
（達成目標７－２－５関係）

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成15年度
（上位達成目標） 予 算 額

ｽﾎﾟｰﾂ振興基本計画 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ競技大会におけるﾒﾀﾞﾙ獲得率が3.5％となるこ
（達成目標7 2 1、 とを目指すため、一貫指導システムの構築、トレーニ- -
7 2 2、7 2 3、7 2 ング拠点の整備、指導者の養成確保、スポーツ医・科 －- - - - - -
4、7 2 6、7 2 7） 学の活用などの施策を実施する。- - - -

ナショナルトレー 我が国の国際競技力の総合的な向上を図るため、ナシ
ニングセンターの ョナルトレーニングセンターの中核拠点として国立スポ
整備推進（ニッポ ーツ科学センターが所在する北区西が丘地区にトレーニ
ン復活プロジェク ング関連施設等を整備する計画を進める。 14百万円
ト事業）
＜達成目標7 2 2＞ ※「ニッポン復活プロジェクト」は、平成15年度事業- -

評価「拡充事業」の実施対象。

日本オリンピック 専門的な技術指導を行う専任コーチを競技団体に配置
委員会補助 する。
選手強化事業
専任コーチ設置 ※「ニッポン復活プロジェクト」は、平成15年度事業評 394百万円

（ニッポン復活プ 価「拡充事業」の実施対象。
ロジェクト事業）
＜達成目標7 2 3＞- -

日本オリンピック オリンピック実施競技団体がオリンピック強化指定選
委員会補助 手及びナショナルチームを対象に、国内外での強化合宿
選手強化事業 を行う。
強化合宿事業 806百万円

（ニッポン復活プ ※「ニッポン復活プロジェクト」は、平成15年度事業
ロジェクト事業） 評価「拡充事業」の実施対象。
＜達成目標7 2 5＞- -

重点競技強化事業 メダル獲得の期待の高い競技について重点的な選手強
（日本スポーツ振 化を図る。
興センター）
（ニッポン復活プ ※「ニッポン復活プロジェクト」は、平成15年度事業評 450百万円
ロジェクト事業） 価「拡充事業」の実施対象。
＜達成目標7 2 5＞- -

ナショナルコーチ トップレベルの競技者等を育成する指導者が、高度な
等育成プログラム 専門的能力を習得するための研修制度（ナショナルコー
策定のためのモデ チアカデミー制度）の創設のための準備を行う。
ル事業 17百万円
（ニッポン復活プ ※「ニッポン復活プロジェクト」は、平成15年度事業評
ロジェクト事業） 価「拡充事業」の実施対象。
＜達成目標7 2 6＞- -

、 、 、⑧備考 達成目標７－２－２ ７－２－６については 数値で達成度合いを測ることができないため
目標達成に向けた計画どおり実行されているか否かで達成度合いを測っている。

なお、７－２－７については、平成１４年度実績評価において達成目標を設定したものの、
関係機関との連携・協力体制を強化することについて、数値で達成度合いを測ることが適切で
はないと思われるため、今年度からは指標による達成度合いを測ることを見送り、目標達成に
向け達成目標が実行されているか否かで達成度合いを測ることとする。



施策目標７－２ 我が国の国際競技力の向上 ＜平成１５年度 実績評価 結果概要＞
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スポーツ振興基本計画

・競技者へ指導を
行う高度な専門的
能力を有する指導
者を養成・確保。

・メダル獲得の高
い競技について、
重点的に選手強
化対策を実施。

トップレベル競技者
の集中的・総合的
な選手強化が可能
となるナショナルト
レーニングセンター
の整備を進める。

スポーツ医・科学の
活用した競技者の
育成を実施。

日本オリンピック委員会
補助 選手強化事業
専任コーチ設置
３９４百万円
強化合宿事業
８０６百万円
＜ニッポン復活ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ事業＞

重点競技強化事業
（日本ｽﾎﾟｰﾂ振興ｾﾝﾀｰ）

＜ニッポン復活ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ事業＞４５０百万円

ナショナルトレーニング
センターの整備推進
＜ニッポン復活ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ事業＞１４百万円

ナショナルコーチ等育
成プログラム策定のた
めのモデル事業
＜ニッポン復活ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄ事業＞１７百万円

【達成目標７－２－１】
トップレベル競技者を組織的・計画的に育成するため一貫指導システムを構築
→平成15年度は前年度比１団体しか増加されず、やや進捗が遅れている。

【達成目標７－２－２】
ハード・ソフト両面において充実した機能を有するナショナルレベルの本格的なト
レーニング拠点を整備
→「調査研究協力者会議」で中間まとめを行うとともに、引き続き中核拠点に整備
する施設について調査研究を実施。順調に進捗。

【達成目標７－２－３】
専門的な技術指導を行う専任コーチを競技団体に配置し、配置に当たってはメダ
ル獲得の期待の高い競技に重点を置く。
→専任コーチを配置している競技団体は３０団体。うち専任コーチを複数配置した
団体は11団体（重点競技団体は18競技団体）。順調に進捗。

【達成目標７－２－４】
競技者各人の特性に応じた専門的な技術指導を行うことができる指導者（コーチ、
スポーツドクター、アスレティックトレーナー）を新たに5000人養成。
→平成15年度は前年度比約800名増加しており、順調に進捗。

【達成目標７－２－５】
トップレベルの選手に対する国内外での強化合宿を実施
→平成１５年度は、各競技団体において強化合宿をのべ483回実施。順調に進捗。

【達成目標７－２－６】
高度な専門的能力を有する指導者を養成・確保するための研修制度（ナショナル
コーチアカデミー）を確立
→ナショナルコーチ等育成プログラム策定に向けてプログラム内容及び関係機関
との連携方策の検討の着手が遅れており、進捗にやや遅れが生じている。

【達成目標７－２－７】
スポーツ医・科学情報に関する研究成果の活用を図るため、国立スポーツ科学セ
ンターと関係機関との連携・協力体制を強化。
→各競技団体や研究機関との連携・協力を進めており、順調に進捗。
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①上位の政策名 政策目標７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

②施策名 施策目標７－３ 学校体育・スポーツの充実

③主管課 （主管課）スポーツ・青少年局企画・体育課（課長：岡本 薫）
及び関係課 （関係課）スポーツ・青少年局参事官（体力つくり担当 （参事官：岩上 安孝））

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標７－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度）13 22
地域・学校において たくましく生きるための健康や体力を培うため 概ね順調に進捗、 、

子どもの運動に親しむ資質・能力を育成し、体力を向上させるための取
り組みを推進する。

達成目標７－３－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 進捗にやや遅れがみ14 22
平成２２年度までに、児童生徒の体力の低下傾向を上昇傾向に転じさ られる

せる。

達成目標７－３－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度）14 22
平成２２年度までに、児童生徒の体力低下の問題や体力の重要性につ 想定どおり達成

いて理解を促し、体力向上のための取組みがなされるような全国キャン
ペーンを実施する。

達成目標７－３－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度）14 22
平成２２年度までに、児童生徒が主体的に体を動かすようになるため 想定どおり達成

の資料を作成配布する。

達成目標７－３－４（基準年度： 年度 達成年度： 年度）14 22
地域のスポーツ指導者を体育の授業や運動部活動に積極的に活用する 概ね順調に進捗

取り組みを推進する。

達成目標７－３－５（基準年度： 年度 達成年度： 年度）14 22
複数校合同運動部活動など他の学校や地域との連携等、中学校や高等 概ね順調に進捗

学校において、運動部活動を活性化する取り組みを推進する。

⑤ 各達成目標の 達成目標７－３－１
現 達成度合い又 平成１４年度までの過去５年間の体力・運動能力調査における子どもの基礎的運動能力は低
状 は進捗状況 下傾向にあり、進捗にやや遅れがみられる。平成１５年度の達成目標の進捗状況については、
の （達成年度が 平成１５年度の同調査の結果が集計中のため明らかではない。
分 到来した達成
析 目標について 達成目標７－３－２
と は総括） 子どもの体力の重要性などをアピールするためのキャンペーン「ポスター｣｢標語」を全国の
今 小学生から公募し、最優秀作品をキャンペーンポスターに採用して全国の小学校等に配布、体
後 力の重要性について理解を促した。また、東京都内で開催した「子どもの体力向上中央イベン
の ト」をはじめ，全国各地で親子体操教室やトップアスリートによるスポーツ教室などのイベン
課 トを開催し、子どもや保護者に対し体を動かす動機付けを行った。
題 このほか，幼児・児童を持つ保護者に対し，子どもの体力低下の問題や体力の重要性について

啓発したリーフレットの作成・配布を行った。

達成目標７－３－３
子どもたちが自ら進んで規則正しい生活習慣を身に付けたり 体を動かす動機付けとなる ス、 「

ポーツ・健康手帳 「外遊びスタンプカード」の作成・配布を行った。」

達成目標７－３－４
地域のスポーツ指導者を学校の授業や運動部活動で活用した人数は、過去５年間の推移を見

ると年々増加傾向にあり、概ね順調に進捗している。

達成目標７－３－５
運動部活動の参加率の推移を見ると年々増加傾向にあり、概ね順調に進捗している。

※基本目標の達成年度を平成 年度まで延長したのは、文部科学省の「スポーツ振興基本計22
画」の最終年度が平成 年度であることから、整合性を確保するため、基本目標の達成年度22
を平成 年度に延長する。22

施策目標（基 子どもの体力・運動能力については平成１４年度までは引き続き低下傾向にあるものの、平
本目標）の達 成１５年度より中央教育審議会答申「子どもの体力向上のための総合的な方策について （平」
成度合い又は 成１４年９月３０日）を受けて、新たに学校、家庭、地域の取り組みを積極的に推進する「子
進捗状況 ども体力向上プラン」を開始しており、子どもの体力向上に向けた取組は着実に進みつつある

り、概ね順調に進捗している。

今後の課題 子どもの体力・運動能力は、平成１４年度までは長期的に低下傾向にあり、引き続き学校・
（達成目標等 家庭・地域が連携して子どもの体力の重要性に関する普及啓発、子どもたちの運動習慣や望ま
の追加・修正 しい生活習慣の形成等に取り組んでいく必要がある。
及びその理由
を含む）
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評価 結 果の 子どもの体力低下は、保護者の意識、子どもの遊び場の不足など子どもを取り巻く環境の変
年度以降 化、生活習慣の乱れなど、様々な要因によって起こっている問題であり、長期的視野に立って16

の政策への反 方策を展開する必要がある。
映方針 従って、引き続き子どもの体力の向上に向けて、政府が関係団体等とともに全国民に体力の

重要性についての理解を促すキャンペーンの実施や、学校・家庭・地域において子どもがスポ
ーツや外遊びに積極的に取り組むような動機づけとなる「スポーツ・健康手帳」等の配布、学
校の授業や運動部活動への地域のスポーツ指導者の積極的な活用などについて、施策を展開す
るとともに、必要な予算・機構定員の要求に努めていく必要がある。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

児童生徒の体力の状況
（達成目標７－３－１～３関係） Ｓ６０

持久走（１３歳男子） 秒 集計中366.40 383.16 385.46 393.56 388.65

持久走（１３歳女子） 秒 〃267.11 285.00 292.77 288.61 294.98

立ち幅とび（ ９歳男子） 〃158.53cm 149.15 149.21 146.85 147.11

立ち幅とび（ ９歳女子） 〃147.30cm 139.93 139.30 138.03 137.00

ソフトボール投げ（１１歳男子） ｍ 〃33.98 30.25 30.43 29.94 30.86

ソフトボール投げ（１１歳女子） ｍ 〃20.52 17.06 17.03 17.26 17.49

48キャンペーンイベント開催カ所数 － － － －

ｽﾎﾟｰﾂ･健康手帳，外遊びｽﾀﾝﾌﾟｶｰﾄﾞ配布部数 － － － － 万375

学校の体育の授業や運動部活動 国庫補助事業に
3,025 3,017 4,722 8,282 10,808に対する地域のスポーツ指導者 おける活用人数

の活用状況
（達成目標７－３－４関係）

特別非常勤講師
の数（体育・ス 集計中476 613 764 888
ポーツ・武道）

67 71 71中学生の運動部活動への参加率（ ） ― ―達成目標７－３－５関係

34 34 35 36 37高校生の運動部活動への参加率（ ）達成目標７－３－５関係

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成 年度15
（上位達成目標） 予 算 額

体力向上キャンペ 中央イベントの実施やキャンペーンポスターの作成・ ２０５百万円
ーン等事業 配布など、子どもの体力を向上させるための全国的なキ（達成目

ャンペーン事業を行う。標７－３－１、２）

スポーツ・健康手 スポーツや健康に関する情報を盛り込み子どもたちが １６６百万円
帳の作成・配布等 日常的に活用できる「スポーツ・健康手帳 、及び子ど」

もたちが自ら進んで外遊び・スポーツに取り組む動機付（ 、達成目標７－３－１

「 」 。３） けとなる 外遊びスタンプカード の作成・配布を行う

スポーツエキスパ 地域のスポーツ指導者を学校の運動部活動に派遣する ５７４百万円
ート活用事業 都道府県・市町村に対する派遣費や、これらの地域スポ（達成

ーツ指導者の研修会開催経費に対する補助を行う。目標７－３－１、４、

５）

学校体育実技指導 地域のスポーツ指導者を学校の体育の授業等に派遣 ２６百万円
協力者派遣事業 する都道府県に対する派遣費の補助を行う。
（ ）達成目標７－３－４

特別非常員講師制 教員免許状がなくても社会人が学校の授業を担任でき
度 る制度。 ―（達成目標７－３－

）４

運動部活動地域連 単独の学校の枠を超えた複数校合同による運動部活動 ９８百万円
携実践事業 の推進や地域スポーツクラブとの連携について、４７都（達成目

道府県に一箇所ずつ委嘱して実践的な取り組みを行う。標７ー３－１ ４ ５、 、 ）

⑧備考
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子どもの体力・運
動能力については、
「子ども体力向上
プラン」の開始し、
普及啓発や望まし
い生活習慣の形
成など、長期的視
野に立って方策を
展開する必要があ
る。

学校体育の充実
については、運動
部活動における
外部指導者の活
用が順調に進み、
複数校合同チー
ム数も着実に増
加しているが、運
動部数や参加生
徒数の減少等が
見られることから、
複数校合同運動
部活動の推進や
地域のスポーツ
指導者の活用を
一層推進していく。

施策目標７－３（学校体育・スポーツの充実）
平成１５年度実績評価の結果の概要

基
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す
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概
ね
順
調
に
進
捗

中央イベントの実施やキャンペーンポスター
の作成・配布など、子どもの体力を向上させ

るための全国的なキャンペーン事業を行う。

※金額は、平成15年度予算額

地域のスポーツ指導者を運動部活動に派
遣する都道府県・市町村に対する派遣費
や、これらの地域スポーツ指導者の研修

会開催経費に対する補助を行う。

スポーツや健康に関する情報を盛り込み子

どもたちが日常的に活用できる「スポーツ・
健康手帳」、及び子どもたちが自ら進んで外
遊び・スポーツに取り組む動機付けとなる
「外遊びスタンプカード」の作成・配布を行う。

スポーツ・健康手帳の作成・配布等
１６６百万円

社会人が教員免許がなくても学校の授業を

担任できる制度。

特別非常勤講師制度

平成２２年度までに、児童生徒の体力低下の問題や体力の
重要性について理解を促し、体力向上のための取組みがな
されるような全国キャンペーンを実施する。
→「ポスター」「標語」の公募と最優秀作品の配布、ス
ポーツ教室等のイベント等を開催し、想定通りに達成。

＜達成目標７－３－２＞

平成２２年度までに児童生徒の体力の低下傾向を上昇傾向に
転じさせる。
→平成14年度までは子どもの基礎的運動能力は低下傾向
にあるものの、１５年度については明らかではない。

＜達成目標７－３－１＞

＜達成目標７－３－３＞

平成２２年度までに、児童生徒が主体的に体を動かすようになる
ための資料を作成配布する。
→「スポーツ・健康手帳」や「外遊びスタンプカード」の
作成・配布を行い、想定通り達成。

＜達成目標７－３－４＞

地域のスポーツ指導者を学校の授業や運動部活動に積極的
に活用する取り組みを推進する。

→過去５年間の推移を見ると年々増加傾向にあり、概ね順
調に進捗している。

＜達成目標７－３－５＞

複数校合同運動部活動など他の学校や地域と連携等、中学校
や高等学校において、運動部活動を活性化する取り組みを推
進する。
→過去３年間の推移を見ると年々増加傾向にあり、概ね順
調に進捗。

体力向上キャンペーン事業
２０５百万円

スポーツエキスパート活用
５７４百万円

地域のスポーツ指導者を学校の授業に派
遣する都道府県に対する派遣費に対する

補助を行う。

学校体育実技指導協力者派遣事業
２６百万円

１
５

５
（
施

策
目

標
７

－
３

）

単独の学校の枠を超えた複数校合同による
運動部活動の推進や地域スポーツクラブと
の連携について、47都道府県に一箇所ずつ

委嘱して実践的な取組を行う。

運動部活動地域連携実践事業
９８百万円



①上位の政策名 政策目標７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

②施策名 施策目標７－４学校における健康教育の充実

③主管課 （主管課）スポーツ・青少年局学校健康教育課（課長：山口 敏）
及び関係課

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標７－４ （基準年度： 年度 達成年度： 年度） 一定の成果があがっ13 17
児童生徒が健康で安全な学校生活を送れるような条件整備を行うとと ているが、一部につ

もに、生涯にわたって健康で安全な生活を自ら営んでいくための知識や いては想定どおり達
態度を養う。 成できなかった

達成目標７－４－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 一定の成果があがっ13 17
全中学・高校における薬物乱用防止教育について、実施割合を改善す ているが、一部につ

る。 いては想定どおり達
平成１１年度の指標については、政府で策定された「薬物乱用防止５ 成できなかった

か年戦略 （平成１０～１４年）を踏まえ、調査を行ったものである。」
次回は、昨年策定された「薬物乱用防止新５か年戦略 （平成１５～１」
９年）を踏まえ、今年度に調査を実施する予定である。

達成目標７－４－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 一定の成果があがっ13 17
学校独自の危機管理マニュアルの作成など全ての学校における安全管 ているが、一部につ

理に係る取組を進め、学校における重大な事故件数を減らす。 いては想定どおり達
成できなかった

達成目標７－４－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 17
全小・中学校における食に関する取組状況を改善する。

⑤ 各達成目標の 達成目標７－４－１
、 、現 達成度合い又 平成１５年度の達成目標の進捗状況については 具体の指標を踏まえた分析ができないため

状 は進捗状況 判断するのは困難であるが、文部科学省としては、薬物乱用防止教室の開催や教材の作成・配
の （達成年度が 布等の取組を進めているところである。平成１５年度の少年の覚せい剤事犯の検挙人員は減少
分 到来した達成 しており、この数字を見る限り、学校における薬物乱用防止教育の取り組みが一定の成果を挙
析 目標について げているものと考えられる。しかし、減少しているとはいえ、少年の覚せい剤事犯の検挙人員
と は総括） は依然として高い水準にあり、少年の大麻事犯の検挙人員はほぼ横ばい、少年のＭＤＳＡ等合
今 成麻薬事犯の検挙人員は増加しているところであり、今後も一層の取組を進める必要がある。
後
の 達成目標７－４－２
課 平成１５年度の達成目標の進捗状況については、障害見舞金支給件数が前年度と比較して減

、 、題 少するなど一定の成果を上げているが 学校に不審者が侵入して子どもの安全を脅かす事件や
通学路で子どもに危害が加えられる事件が後を絶たないなどの課題が残された。

達成目標７－４－３
食に関する指導の取組状況の改善については、食に関する指導の実施率がティームティーチ

ング、特別非常勤講師制度を活用した指導のいずれについても前年度より上昇していることか
ら、目標達成に向けて概ね順調に推移している。

また、食育を推進するため関係省庁等と連携し指導の充実に取り組む必要がある。

施策目標（基 青少年の薬物乱用の問題については、中・高生の覚せい剤事犯検挙者が２００人を超えた平
本目標）の達 成８～９年と比べて減少傾向にあるものの高水準で推移しており、依然として予断を許さない
成度合い又は 状況にある。
進捗状況 政府においては、平成１５年７月「薬物乱用防止新五か年戦略」を策定し、関係省庁一体と

なって対策を講じることとしたところである。文部科学省としても平成１５年度においては、
薬物乱用防止教室の開催や教材の作成・配布等の取組を行っている。

達成目標７－４－１の進捗状況については具体の指標が存在しないため判断が困難な部分も
あるが、中・高生の覚せい剤事犯検挙者数は減少しており、取組が一定の成果を上げていると
思われるが、引き続き取組を進めることによって、健康に良くないことを自ら絶つことのでき
る実践的能力を養う必要がある。

達成目標７－４－２の学校安全については、平成１４年度から、安全で安心できる学校の確
立を目指し、学校安全と児童生徒の心のケアの充実に総合的に取り組む「子ども安心プロジェ
クト」を実施し、障害見舞金支給件数が減少するなど一定の成果をあげているが、学校に不審
者が侵入して子どもの安全を脅かす事件や通学路で子どもに危害が加えられる事件が後を絶た
ないなどの課題が残されており、学校独自の危機管理マニュアルを作成するなど、より実効性
の高い安全管理の取組が継続的に行われるよう学校安全に関する施策について継続的に対応し
ていく必要がある。

達成目標７－４－３の食に関する指導については、児童生徒が単に食に関する知識を身に付
けるだけではなく、知識を望ましい食習慣の形成に結び付けられるような実践的な態度を育成
することが必要であるが、平成１５年度においては、参考指標も概ね順調に改善され、また、
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食に関する指導体制を整備するために栄養教諭制度を創設する学校教育法等の一部を改正する
法律の提出を見たところであり、施策の進展がみられた。

以上、健康に対する実践的能力を身に付けさせるという点で、政策目標は進捗したといえる
ものの、学校や通学路において子どもに危害が加えられる事件が後を絶たないなどの課題もあ
り、今後、施策の一層の推進が必要である。

今後の課題 達成目標７－４－１
（達成目標等 薬物乱用防止教育については、従来より、薬物乱用防止教室の開催や教材の作成・配布等の
の追加・修正 取組を行ってきているところであるが、中・高校生の覚せい剤事犯検挙者数が依然として高い
及びその理由 水準にあること等を踏まえ、継続的な取組を行う必要がある。
を含む）

達成目標７－４－２
学校安全については、平成１４年度より、学校安全及び心のケアの充実に総合的に取り組む

「子ども安心プロジェクト」を実施し、この一環として、危機管理マニュアルの作成や防犯教
室の推進など各種の取組を推進しているところである。平成１６年度以降においては学校にお
ける事件・事故が大きな問題となっている状況を踏まえ、さらに、各学校においてそれぞれの
実態に合った対策が継続的に講じられるよう地域との連携の一層の推進や教員の意識向上をは
じめとした学校安全の施策を推進する必要がある。

達成目標７－４－３
達成目標が概ね順調に推移していることから、関連施策の効果が現れているものと推測され

る。なお、食に関する指導については、本年５月、食に関する指導体制の整備を図るため、栄
養に関する専門性と教育に関する資質を併せ有する「栄養教諭」制度の創設に係る「学校教育
法等の一部を改正する法律」が成立したことを受けて、今後は、栄養教諭の配置及び学校栄養
職員から栄養教諭への移行の促進のための事業にも取り組んでいく必要がある。

評価 結 果の 薬物乱用防止教育については、平成１６年度においても、薬物乱用防止教育の推進や教材の
年度以降 作成・配布等の取組を行う。16

、「 」 、 、の政策への反 学校安全については 子ども安心プロジェクト の一環として 平成１６年度においては
映方針 新たに「防犯教育指導者用参考資料」の作成を行うとともに、平成１５年度に引き続き、地域

ぐるみの学校安全推進モデル事業や防犯教室の推進を行うなど、学校安全に関する取組の充実
を図る。

食に関する指導については、達成目標が概ね順調に推移していることから、引き続き関連施
策を実施するとともに、食に関する指導体制の一層の整備を図るため、栄養教諭制度の創設に
伴い、平成１７年度から都道府県等において免許法認定講習会を実施するなどにより、栄養教
諭の配置や学校栄養職員から栄養教諭への移行を促進する必要がある。栄養に関する専門性に
加え、教育に関する資質を併せ有する栄養教諭が中心となって食に関する指導を進めていくこ
とで、児童生徒の発達段階・学習内容に応じた効果的な指導を体系的に行うことができるよう
になるなど指導の質的向上が期待される。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

80.3学校独自の危機管理マニュアルの作成状況
（達成目標７－４－２関係 （％））

死亡見舞金支給件数 135 134 119 95 119
（ ）内は、供花料支給件数で外書き） (101) (87) (88) (79) (70)（
（達成目標７－４－２関係）

障害見舞金支給件数 686 625 542 609 568
（達成目標７－４－２関係）

90.5参考指標 薬物乱用防止に関する指導の実施状況（中学）
（達成目標７－４－１関係 （％））

90.6薬物乱用防止に関する指導の実施状況（高校）
（達成目標７－４－１関係 （％））

105 159 128 110 52中・高校生覚せい剤事犯検挙者数
（達成目標７－４－１関係 （人））

学校栄養職員と教員によるティームティーチング 集計中20.3 26.1 32.3 35.2
実施状況（小・中学校）
（達成目標７－４－３関係 （％））

学校栄養職員の特別非常勤講師としての活用状況 集計中2.0 4.9 6.3 8.4
（小・中学校）
（達成目標７－４－３関係 （％））

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成 年度15
（上位達成目標） 予 算 額

薬物乱用防止教育 小中高生を対象とした薬物乱用防止教育教材の作成・ ２４０百万円
の推進 配布や教員等を対象とした研修会を開催する等の薬物乱

（施策目標７－４）157



（施策目標７－４）158

用防止教育推進事業を実施。（ ）達成目標７－４－１

子ども安心プロジ 家庭や地域との連携を一層強化しながら、安全で安心 ３９５百万円
ェクト できる学校の確立を目指し、学校安全及び心のケアに総

合的に取り組む「子ども安心プロジェクト」を実施。（ ）達成目標７－４－２

食生活に関する教 子どもたちが単なる知識ではなく、食に関する実践力 ３２９百万円
育研究事業 を身に付けられるよう、該当学年の児童生徒全員に食生
（達成目標７－４ 活学習教材を配布する等の取組を実施
－３）

⑧備考



施策目標７－４（学校における健康教育の充実）
平成１５年度実績評価の結果の概要

＜達成目標＞７－４－１
全中学・高校における薬物乱用防止

教育について実施割合を改善する。 薬物乱用防止教育
薬物乱用防止教育の推進 の実施が一定の成⇒直接の指標はないが、平成１５年度の
２４０百万円 果を挙げているも少年の覚せい剤事犯の検挙人員は減少

のと考えられるしており、学校における薬物乱用防止
が、ＭＤＳＡ等合教育の取り組みが一定の成果を挙げて
成麻薬事犯の検挙いるものと考えられるが、依然として
人員の増加なども高い水準にあり、少年の大麻事犯・Ｍ
見られ今後も一層ＤＳＡ等合成麻薬事犯の検挙人員はほ
の取組が必要。ぼ横ばい又は増加している状況である

ため、一部については想定どおりには
達成できなかった。

＜達成目標＞７－４－２
全ての学校における安全管理に係る 各学校の安全対策

取組を進め、学校における重大な事故 は進んでいるが、
件数を減らす。 学校の安全を脅か

す事件は後を絶た子ども安心プロジェクト ⇒障害見舞金支給件数が減少するなど一
ない状況であり施３９５百万円 定の成果が上がっているが、学校に不
策の一層の充実が審者が侵入して子どもの安全を脅かす
必要事件が後を絶たないなどの課題が残さ

れた。

＜達成目標＞７－４－３

食に関する指導体
全小・中学校における食に関する取

制の整備が進展
組状況を改善する。

し、食に関する取
食生活に関する教育研究事業 ⇒参考指標も順調に伸びていることに

組状況が改善
３２９百万円 加え、栄養教諭制度を創設するため

の法律が成立するなど概ね順調に進
捗した。
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①上位の政策名 政策目標７ スポーツの振興と健康教育・青少年教育の充実

②施策名 施策目標７－５ 青少年教育の充実と健全育成の推進

③主管課 （主管課）スポーツ・青少年局青少年課 （課長：有松 正洋）
及び関係課 （関係課）スポーツ・青少年局参事官 （参事官：東 修司）

（課長名）

④基本目標 達成度合い又は
及び達成目標 進捗状況

基本目標７－５（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗14 17
青少年の豊かな人間性をはぐくむため、自然体験活動の充実、子ども

の読書活動の推進、国際交流の促進等により、青少年の健全な育成の推
進を図る。

達成目標７－５－１（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 進捗にやや遅れが見14 17
平成 年度末までに、自然体験機会を得た青少年の割合を、平成 られる17 14

年度の割合を基準として、維持し又は増加させる。

達成目標７－５－２（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 17
平成 年度末までに、自然体験活動に係る指導者の養成及び登録制17

度を構築する。

達成目標７－５－３（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗13 17
平成 年度末までに、自然体験活動に資する場所の登録件数を増加17

させる。

達成目標７－５－４（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗15 19
子どもの読書活動に関する社会的気運の醸成を図るとともに、地域に

おける子どもの読書活動推進体制の整備を図る。

達成目標７－５－５（基準年度： 年度 達成年度： 年度） 概ね順調に進捗15 20
国際交流を通じ、我が国及び各国における青少年及び青少年育成指導

者相互の認知度・理解度の向上を図る。

⑤ 各達成目標の 達成目標７－５－１
現 達成度合い又 当該達成目標については、平成１４年度調査における自然体験機会を得た青少年の割合を基
状 は進捗状況 準として達成状況を確認することとしており、平成１５年度調査においては、別添のとおりの
の （達成年度が 結果を得たところである。調査の結果、平成１４年度調査と比較し、全体にやや減少している
分 到来した達成 ところ。
析 目標について
と は総括） 達成目標７－５－２
今 自然体験活動に係る指導者の養成及び登録制度の構築とは、一定の基準を満たした指導者を
後 登録・活用していくための仕組みをつくることである。これまでのところ、指導者としては、
の リーダー（日帰りの自然体験活動の指導ができる者 、インストラクター（宿泊を伴う自然体）
課 験活動の指導ができる者 、コーディネーター（自然体験活動の企画・運営ができる者）に分）
題 類されている。さらに、コーディネーターの中から、リーダー、インストラクターを養成する

トレーナー１種及びコーディネーターを養成するトレーナー２種を養成することが必要である
と認識されている。

平成１５年度末現在登録されたそれらの指導者数は 人で、前年度から 人増加し16040 3310
。 、 、 、ている また 平成１５年度には 登録された指導者の活用促進方策について調査研究を行い

また、トレーナー２種の養成のためのカリキュラムを再検討・作成し養成会を実施したところ
であり、指導者登録の仕組みづくりは概ね順調に進捗している。

達成目標７－５－３
自然体験活動に資する場所の整備については 「子どもの水辺」再発見プロジェクト 「あぜ、 、

道とせせらぎ」づくり推進事業、子ども達の海・水産業とのふれあい推進プロジェクトにおけ
る登録件数の合計件数によりその達成状況を確認しているところであり、当該登録件数につい
ては、昨年度実績と比較し、約１．２倍の増加を示しており、順調に進捗している。

達成目標７－５－４
「子どもの読書活動の推進に関する法律 （平成 年法律第 号）第 条の規定により、」 13 154 9

都道府県及び市町村は、それぞれ「子ども読書活動推進計画」を策定するよう努めなければな
らないとされている 平成 年度末においては 都道府県において 都道府県が策定済み 平。 、 （15 40
成 年度末においては 都府県 、市町村において 市町村が策定済み（平成 年度末にお14 5 49 14）
いては 市町村）であり、概ね順調に進捗している。17

達成目標７－５－５
平成１５年度においては、ドイツに５２人我が国の青少年の派遣を行うとともに、アメリカ

から４１人、イギリスから１８人、ドイツから６０人、各国の青少年を受け入れており、青少
年の国際交流の推進については、概ね順調に進捗している。

（施策目標７－５）160



施策目標（基 自然体験活動の充実については、自然体験活動を得た青少年の割合はやや減少しているもの
本目標）の達 の、自然体験活動に係る指導者の養成及び自然体験活動の場の整備については順調に関連施策
成度合い又は が遂行されているところであり、全体としては概ね順調に進捗していると評価できる。また、
進捗状況 子どもの読書活動の推進及び国際交流の促進については 「子ども読書活動推進計画」の策定、

状況及び青少年の各国への派遣・各国からの受入の実績から、概ね順調に進捗していると評価
できる。以上から、基本目標の達成については、概ね順調に進捗しているものと評価できる。

今後の課題 達成目標７－５－１
（達成目標等 青少年が自然体験活動を行う機会の拡大については、自然体験機会を得た青少年の割合につ
の追加・修正 いての調査結果を踏まえ、平成１７年度末時点において、当該調査結果を維持又は増加できる
及びその理由 よう所要の施策に取り組む必要がある。
を含む）

達成目標７－５－２
自然体験活動に係る指導者の養成及び登録制度の構築については、概ね順調に進捗している

ところであるが、特に、制度発足当初であることから引き続きトレーナー２種の養成及び登録
制度の改善を行う必要がある。

達成目標７－５－３
自然体験活動に資する場所の整備については、全体としては増加傾向にあるところである。

しかし 「子どもの水辺」再発見プロジェクト以外のプロジェクトにおいては、登録数が伸び、
ていない、或いは、低くなっており、その原因としては、都道府県担当者の認知度や意識が十
分でないこと等が考えられる。

達成目標７－５－４
「子ども読書活動推進計画」を策定した地方公共団体の数は、全体としては増えてきている

ところではあるが、未だ未策定の市町村も多く、計画策定を一層推進するとともに、子どもの
読書活動についての関心と理解を深めていくことが必要。

達成目標７－５－５
青少年の国際交流を進めていくことは大変重要だと考えており、今後、海外派遣・日本招へ

いを行う国・人数の増加を図ることが重要。

以上の他、青少年健全育成にかかる課題として、メディア上の性、暴力等の有害情報など青
少年を取り巻く有害環境への対応、最近の少年非行の情勢を踏まえた少年非行対策が急務とな

。 、 （ ）っているところである また 青少年育成施策大綱 平成 年 月青少年育成推進本部決定15 12
に記載されているように、社会的自立の遅れや不適応の増加が今日、社会問題となっており、
少年非行への対策の観点を含め、広く青少年の社会的自立や不適応への対応としての青少年の
自立支援が急務となっているところである。

評価 結 果の 達成目標７－５－１
年度以降 青少年が自然体験を行う機会を拡大するため、平成１６年度においても、自然体験活動に関16

の政策への反 するモデル事業の実施や地方公共団体等が行う自然体験活動に関する事業に対する助成、自然
映方針 体験活動に関する普及・啓発、国立又は公立青少年教育施設の利用の促進に向けた施策を、引

き続き実施する。また、２年の調査のみでは自然体験機会を得た青少年の割合に係る傾向の明
確な把握は困難であるため、平成１６年度以降も引き続き調査を行う。

達成目標７－５－２
、 、トレーナー２種の養成及び登録制度の改善のため 既存のカリキュラムにさらに検討を加え

自然体験活動の安全管理についてのプログラムを追加するなどして、より良いカリキュラムと
する。

達成目標７－５－３
自然体験活動に資する場所の整備については、今後もより一層の登録推進を図るため、登録

制度の広報・周知を徹底し 登録状況の定期的な調査を実施するとともに 平成１６年度も 省、 、 「
庁連携子ども体験型環境学習推進事業」において、登録された箇所におけるモデル的な事業へ
の支援を引き続き実施することとする。さらに、その事業の成果を広く普及するため、都道府
県行政関係者や民間団体関係者を対象としたフォーラムを開催し、３プロジェクトの更なる周
知を図ることとする。また 「あぜ道とせせらぎ」づくり推進事業及び子ども達の海・水産業、
とのふれあい推進プロジェクトの登録手続きの簡略化についても関係省庁に呼びかけていくこ
ととする。

達成目標７－５－４
、 、広く子どもの読書活動についての関心と理解を深めるため 引き続きポスターの作成・配布

フェスティバルの実施等、全国的なキャンペーンを実施するとともに、都道府県及び市町村に
対し 「子ども読書活動推進計画」を早期に策定するよう機会を捉えて働きかける。、

達成目標７－５－５
平成１６年度においては、さらなる国際交流の推進のため、日韓首脳共同声明（平成１５年

６月）を踏まえ、韓国への派遣及び韓国からの日本招へいを行うこととする。

この他、昨今の青少年を取り巻くメディア上の有害情報対策を推進する観点から、地域にお
、 、ける推進体制を整備するとともに 情報活用能力の育成及び全国的な啓発活動を実施するほか

所要の調査研究等を実施する。また、非行等の問題を抱える青少年の支援を図る観点から、こ
れらの青少年を対象とした奉仕活動や自然体験活動に取り組むモデル事業を実施し、教育委員
会、警察、児童相談所等が連携、協力した推進体制のあり方等について実践的に研究し、支援
策としての実践事例の普及を図る。さらに、青少年の社会的自立や不適応に対する対応を図る
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観点から、子どもたちが主体的に考えて解決策を見いだす過程を重視した体験活動事業を実施
するとともに、社会との関係が希薄な青年に青少年教育や福祉等の領域でフルタイムの社会体
験を提供する事業を実施する。

⑥指標 指標名 １１ １２ １３ １４ １５

自然体験機会を得た青少年の割合 － － － 備 考 備 考
参 照 参 照

自然体験活動の指導者の養成・登録制度 制度の リーダ 登録済 インス トレー
在り方 ーの養 み指導 トラク ナー２
につい 成・登 者の検 ター、 種のカ
て調査 録を開 索用Ｈ コーデ リキュ
研究を 始 Ｐの運 ィネー ラムを
開始 用を開 ター、 作成・

始 トレー 実施
ナー１

インストラクタ 種の登
ー、コーディネ 録を開
ーター、トレー 始
ナーの養成・登
録に関する調査
研究を実施

指導者の登録人数（年度末） － － ○指導 ○指導10,752
人 者数 者数

12,497 16,040
・リー ・リー
ダー ダー
10,331 13,003
・イン ・イン
ストラ ストラ
クター クター

1,364 1,840
・コー ・コー
ディネ ディネ
ーター ーター

802 1,197
・トレ ・トレ
ーナー ーナー
１種 １種

111 197
・トレ
ーナー
２種

34

自然体験活動に資する場所の登録件数 平成 年 月 平 成 平 成 平 成11 5
13 2 14 3 15 3 16 3～ 年 月ま 年 年 年

での登録件数は 月現在 月現在 月現在
件 件 件 件85 127 217 254

・ 子どもの水辺」再発見プロジェクト 件 件 件「 46 126 161

・ あぜ道とせせらぎ」づくり推進事業 件 件 件「 71 80 80

・子どもたちの海・水産業とのふれあい推進プロ 件 件 件10 11 13
ジェクト

子ども読書活動推進計画の策定状況 都府 都5 4 0
県 道府県

市 市1 7 4 9
町村 町村

海外に青少年を派遣、招へいした国・人数 国 国 国 国 国3 3 3 3 3
( 米、 ( 米、 (米、 (米、 (米、
英 独) 英 独) 英 独) 英 独) 英 独)、 、 、 、 、

人 人 人 人 人168 178 178 158 171

⑦ 主な政策手段 政策手段の名称 政策手段の概要 平成 年度15
（上位達成目標） 予 算 額

青少年長期自然体 地方公共団体が青少年を対象として、野外活動施設や 百万円61
験活動推進事業 農家などで、２週間程度の長期間、異年齢集団による共
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（７－５－１） 同生活を通じた野外活動等の自然体験活動に取り組む事
業を実施。

省庁連携子ども体 関係省庁と連携して 地域の身近な環境をテーマに 百万円、 、 126
験型環境学習推進 子どもたちが自ら企画し、継続的な体験学習を行う事

、 。 、事業 業の実施を通して 体験型環境学習を推進した また
（７－５－１） トレーナー２種の養成のためのカリキュラムの検討を
（７－５－２） 行った。
（７－５－３）

独立行政法人等に 独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センタ 百万円14,382
よる実施 ー、独立行政法人国立青年の家（１３施設 、独立行政）
（７－５－１） 法人国立少年自然の家（１４施設）において、立地条件

や各施設の特色を生かした自然体験活動等の機会と場の
提供等を行うとともに、その成果を公立の青年の家や少
年自然の家等に広く普及した。また、独立行政法人国立
オリンピック記念青少年総合センターに創設された「子
どもゆめ基金」により、民間団体が実施する自然体験活
動等への支援を行った。

生涯学習施策に関 生涯学習施策に関する調査研究の中で、自然体験活 百万円134
する調査研究事業 動の指導者の活用促進方策について調査研究を行った の内数。
（７－５－２）

全国子ども読書活 「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」を 百万円100
動推進キャンペー 踏まえ、国民の間に広く子どもの読書活動についての関
ン 心と理解を深めるため、ポスターの作成・配布、フェス
（７－５－４） ティバルの実施、実態調査・情報提供等全国キャンペ

ーンを実施。

青少年交流推進事 我が国の青少年の海外派遣・海外の青少年の日本招へ 百万円44
業 いを行い、両国の青少年の共同体験活動、各国の伝統・
（７－５－５） 文化の体験活動などの交流事業を実施。

⑧備考
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※調査名：青少年の自然体験活動等に関する実態調査
調査団体名：独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター
調査対象：全国の公立小学校１～３年生の保護者

全国の公立小学校４～６年生とその保護者
全国の公立中学校２年生
全国の公立全日制高等学校２年生



自然体験活動に
係る指導者の養
成及び自然体験
活動の場の整備
については順調に
進捗しているもの
の、自然体験活動
を得た青少年の割
合はやや減少して
おり、今後も自然
体験活動の機会
の提供の推進を
図る。

施策目標７－５（青少年教育の充実と健全育成の推進）
平成１５年度実績評価の結果の概要
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を
図
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↓

概
ね
順
調
に
進
捗

平成17年度末までに、自然体験活動に係る指導者の養成
及び登録制度を構築する。
→登録された指導者の活用促進方策の調査研究やトレー
ナー２種の養成のためのカリキュラムの検討を行ってお
り、概ね順調に進捗。

＜達成目標７－５－２＞

平成17年度末までに、自然体験機会を得た青少年の割合を、
平成14年度の割合を基準として、維持し又は増加させる。
→平成15年度に自然体験活動を得た青少年の割合は平成
14年度と比較しやや減少しており、進捗にやや遅れが見
られる。

＜達成目標７－５－１＞

＜達成目標７－５－３＞
平成17年度末までに、自然体験活動に資する場所の登録件
数を増加させる。
→自然体験活動に資する場所の登録件数は平成14年度と比
較し約1.2倍の増加を示しており、概ね順調に進捗。

青少年の自然体験
活動に関するモデ
ル事業の実施
１８７百万円

国立の青少年教育
施設での自然体験
活動等の促進
14,382百万円

自然体験活動指導
者の養成・登録制
度確立に向けての
支援

自然体験活動にふ
さわしい場所の登
録の推進

民間団体が実施す
る自然体験活動へ
の支援

＜達成目標７－５－４＞
子どもの読書活動に関する社会的気運の醸成を図るとともに、
地域における子どもの読書活動推進体制の整備を図る。
→子ども読書活動推進計画を策定した地方公共団体は、成
14年度と比較し増加しており、概ね順調に進捗。

＜達成目標７－５－５＞
国際交流を通じ、我が国及び各国における青少年及び青少年
育成指導者相互の認知度・理解度の向上を図る。
→平成15年度に、計179人の青少年を3国に派遣・招へいし
ており、概ね順調に進捗。

子ども読書活動推
進計画策定の働き
かけ

青少年の交流を推
進する事業の実施
４４百万円

全国子ども読書活
動推進キャンペー
ンの実施１００百万
円

子ども読書活動推
進計画未策定の
地方公共団体も多
く、計画策定を一
層推進するととも
に、子どもの読書
活動についての関
心と理解を深めて
いく。

青少年の国際交流
を更に進めるため、
海外派遣・日本招
へいの国・人数の
増加を図る。
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